
ＢＩツールを活用した道路管理
（ＳＭＨプロジェクト）

令和7年６月2５日
東日本高速道路㈱ 管理事業本部 保全部

保全計画チーム 津田 剛彦

１．SMHプロジェクトの背景と概要

２．道路管理の効率化への取り組み

3．BIツールを活用した保全計画会議
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日本の生産年齢人口(１５～６４歳)推計

（出典）内閣府「令和6年版高齢社会白書」

７３１０万人

５５４０万人

２０２５年

２０５０年

今後、２５年間
で約２５％減少
する見込み



NEXCO東日本管内の経過年数別管理延長
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平均経過年数

約6割

開通から30年以上経過の割合はすでに約6割を超える

構造物の経年劣化状況

トンネル消火設備 老朽化

損傷数：土木構造物等の点検により発見された損傷個所数（個別判定A1以上）
補修数：点検により発見された損傷個所における補修数（個別判定A1以上）
残存損傷数：損傷数と補修数の差分の累積
修繕費用：維持修繕費（土木構造物修繕）と修繕費（土木構造物にかかる修繕）の合計
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■民営化時点に対し、累積残存損傷数は１０倍に増加■橋梁の変状は３０年経過後に急増

橋梁の変状数の経年変化（ｍあたり変状数） （ＮＥＸＣＯ東）

【変状数（件/10ｍ）】

【経過年数（年）】
※2024年までの経過年数

残存損傷数と修繕費用の推移（ＮＥＸＣＯ3社）

年 年 年 年 年

件

件

件

件

件

件

件

経過年数とともに変状数が急増⇒補修を着実に実施しているが、残存変状数は増加
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【SMHのロードマップ】

SMHプロジェクトの概要

２０２２年度
～

SMH第1期

２０２0年度

土木保全業務での
運用開始

2030年には開通後30年を超える資産
が全体延長の8割に拡大

生産年齢人口は2015年か
ら10年毎に約10%づつ減少

SMH第2期

２０２２年度～

施設設備・危機管理・交通管理への
運用開始

SMHプロジェクトとは

長期的な高速道路の「安全・安心」の確保に向け、現場の諸
課題の解決に立脚、密着した検討を推進することを基本にICT
やロボティクス、AI等の技術を積極的に導入、これらが技術者
と融合する総合的なメンテナンス体制を構築することで、当社
グループ全体のインフラ管理力を効率化・高度化する重点プロ
ジェクト。

SMHの基本計画について

全周囲道路映像
システム

点検・調査 分析・評価

補修計画
策定

補修・
修繕

危機管理交通管理

標準化

人材育成

ICTやロボティクス技術を活用した
新たな点検手法や調査による効率化・高度化

テーマ①

社員の技術力向上に向けた
人材確保・育成

テーマ⑧

現場定着の継続的な取組みと
業務プロセスの標準化

テーマ⑦

BIツールを活用した交通安全対策等の推進
及び最新技術を活用した交通管理の効率化・高度化

テーマ⑥

データ統合とBIツールを活用したデータの可視化
及び構造物の変状評価による予防保全の強化

テーマ②

補修箇所の自動選定による
補修計画策定の効率化・高度化

テーマ③

テーマ④

災害対応の高度化による災害に強い道路管理の実現
テーマ⑤

交通BI

BIツール

工事進捗のリアルタイム把握による
工事全体の最適化や
補修作業の自動化

舗装工事発注支援システム

危機管理GIS 防災ドローン

インフラ管理業務要領

要領化 雪氷車両の自動運転

点検ドローン
点検支援システム

管制業務
電子化

講習会・研修

AIを活用した
変状判定支援

7



8

省令 国交省
定期点検要領 ＮＥＸＣＯ保全点検要領

道路法施行令
（第35条の2）

道路法施行規則
（第4条の5の6）

道路土工構造物

？？

小規模付属物

道路橋

道路トンネル

シェッド、
大型カルバート

？？

？？

法令準用
（１回/５年）

法令遵守
（１回/５年）

構造物種別 構造物名

土工構造物 ・土工
舗装 ・舗装

小規模構造物 ・片持標識
・構造物添架標識

橋梁
・橋梁本体
・付属物（遮音壁・標識等）
・舗装

トンネル
・トンネル本体
・附属物（取付金具類）
・舗装

カルバート
・２車線以上の本体
・ロックシェッド
・スノーシェッド
・シェルター

歩道橋 歩道橋

門型標識 門型標識

*

国
へ
報
告

*健全性診断結果

国の定期点検要領とN保全点検要領との関係 点検種別と標準頻度

工事完了時 数回/週 １回以上/年 １回以上/５年 必要の都度

初期点検 日常点検 基本点検 詳細点検 緊急点検

建設段階区分

点検種別

保 全 段 階

点検頻度

要領 NEXCO保全点検要領

初期点検
初期点検は、構造物等の初期状態を把握するために行うもの。
日常点検
日常点検は、安全な道路交通を確保し、第三者等被害を未然に防止するため及
び構造物等の変状発生状況等を日常的に確認するもの。
基本点検
基本点検は、管理区間全体の構造物等の状態を把握するもの。
詳細点検
詳細点検は、構造物の健全性の把握及び第三者等被害を未然に防止するため、
構造物個々の状態を細部にわたり定期的に把握するもの。
緊急点検
地震・異常気象時や災害・重大事故発生時等において、構造物の状況を把握す
るために必要に応じて実施するもの。

【日常点検】

【基本点検】

【詳細点検】
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点検による判定区分

1
2

【健全性診断（国基準）】
健全度評価の結果を踏まえて、構造物毎
で総合的に判断

【健全度評価（会社基準）】
個別判定の結果に基づき主要な部材の変
状が構造物の機能に及ぼす影響を評価

【個別判定（会社基準）】
部位・部材・変状種類毎に変状状態を把握、
第3者被害を及ぼす恐れの程度を把握

床版

主桁

下部工

支承

桁端部

支承

桁端部

橋梁の健全性診断

下部工

横桁

床版張出部

個別

個別

個別
健全度評価

健全性診断

個別
変状

AAA、AA、A1、A2、B、OK

Ⅳ、Ⅲ-2、Ⅲ-1、Ⅱ-2、Ⅱ-1、Ⅰ

Ⅳ、Ⅲ、Ⅱ、Ⅰ

１0

道路管理の効率化への取組み
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点検・調査における効率化

・準備作業の削減

・点検記録の自動連携

点検業務の効率化を実現

従来の点検内業・外業時間を

約75%大幅削減（31時間 ⇒ 8時間）

BIツールを活用した保全計画会議

保全計画業務におけるＢＩツールの活用

1
4

Plan
計画

Ｄｏ
実行

Check
評価

Action
改善

アセットマネジメントの基本的なPDCAサイクル
年度計画の策定

点検や補修計画を組織毎に策定

保全計画会議(BI)

点検・補修の実施
年度実行計画に基づく執行

※舗装工事発注支援システム（PSS）

保全計画会議(BI)

点検管理システム

点検・補修の実施
点検・工事の進捗確認

保全計画会議(BI)

点検・補修計画の見直し
年度実行計画のフォローアップ

保全計画会議(BI)

点検管理システム

点検管理システム

保全計画会議の標準的な実施頻度
事務所:１回/月、支社:1回/四半期

点検管理システム
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5

業務プロセスの標準化

業務プロセスの標準化
点検から補修に至るまでの一連の業務プロセスを確実に運用するため、実用的な「インフラ管理業務
要領」、「実施手引き」をR4.4に制定

年度業務の運用サイクル

遵守事項
インフラ管理業務要領
で定められている遵守す
ることが必要な事項

基本対策事項
遵守事項を満たすため
にとるべき事項や留意す
べき事項

解説
各記載事項の参考とな
る業務手順や事例

＜土木構造物編の事例＞
インフラ管理業務の実施手引きの構成

BIを活用

15
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6

BIツール導入前の保全計画会議
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【従来】作業フローと課題

データ出力 集計・分析・グラフ化 報告資料作成

・報告毎に対象データを出力

・出力条件の統一性が重要

・出力時間の待機時間の発生

・大量のデータだと重くなる

・集計方法や分析方針が
担当によってブレが生じる

・個人資料で継続性が低い

・表現力に限界があり、分析

視点の変更には対応できない

・複数のバージョンを作成
最新版がわかりずらい

・統一性が低い

＜課題＞

保全計画会議の実施に当たり、担当者にて下記の作業を実施しており、資料作成に時間を
要する、統一性がない等の課題があった。

BIツール導入前の作業・課題

BIツール導入後の保全計画会議
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作業はデータの更新ボタンクリック、シナリオシート作成のみとなり、資料作成時間の大幅
な削減や保全計画会議資料の全社統一など導入前の課題解決が可能となった。

データの更新を行うだけで
グラフ等がすべて最新へ。
⇒報告毎の作成が不要に

大量のデータを取込んでも
関数処理やグラフ化が可能。
⇒一括でのデータ処理が可能

全社統一としているため、
管理やメンテナンスが容易。
⇒支社や事務所による資料や報告
のブレがなくなる

スライサー（フィルター機能）
などで表示データが可動。
⇒高い表現力・分析視点の変更に
も対応【BI画面】月次標準BI

＜導入効果＞

BIツール導入後の作業

保全計画会議における
資料作成時間が大幅に削減

（1会議当たり、13日→4日（1/4）に削減）
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BIレポートを活用した保全計画会議

会議にて確認すべき事項をシナリオシートに整理し、「BIレポート」として各支社・事務所に配布。
①当月の変状②緊急対策箇所③未対策箇所④対策予定と実績⑤監視状況⑥保全工事実施状況

シナリオシートに基づきBIレポートを操作し、会議での確認事項、決定事項をシートに記載するこ
とで「意思決定の過程」を記録に残す。

1

○当月確認したレコードを抽出

基本点検

A2

日常点検

▼タスク
前月

点検データの抽出状況

○当月発見した変状および、補修や自然消
滅に変化したデータを抽出
※履歴化されたデータを除く

OK 合計

0

シートの初期化

【タイル 1-3】点検種別　点検レコード数

A1 B R

⑤（F　変状フラグ）⇒最新、補修・消滅を選択（初期選択済み）

保全計画検討会　BIシナリオシート（標準案）

活用シーン
保全計画検討会（点検実施報告会）　月次
保全計画WG（事務所⇒支社）　4回／年（四半期に一度開催）

実施日 2019/○○/○○（○）

■スライサーの操作

99,999①（CTRL+クリックで初期化）

②（A 管理事務所）⇒（事務所を選択）

③（D 点検年）⇒対象年を選択

点検レコード数

当月

使用マスタ名 [事務所マスタ]、[KP緯度経度][点検データ]

使用レポート 事務所版標準BI_○○管理事務所（2019.99.99時点データ）

Ⅰ.当月の変状発見数を確認

使用シート 標-1_当月変状確認　2019年99月99日　更新データ

使用データ名

④EC 点検月）⇒対象月を選択 ○当月を抽出

抽出条件設定

0 0

確
認
事
項

2

0 0 0 0 0

0

（確認事項）
・点検種別毎の当月変状が確認された点検レコード数を確認（総数）

合計

AA

0

捕捉点検

臨時点検

詳細点検

（確認事項）
・構造物区分別の内訳（点検レコード数）を確認
・措置対象となるAA、A1の件数を確認

【タイル 1-4】構造区分別　点検レコード数

0

0

BIレポートにて
確認したデータを記載

BIレポートで
データを抽出した条件を記載

データを読取り
会議にて把握した事項記載

当月の変状発見数を確認

BIレポート シナリオシート
・会議前に作成し、事前に内容を確認
・BIレポートの操作も記載し、統一された報告を実施

シナリオに併せてスライサーを操作し
抽出するデータの条件を設定

抽出されたデータによる変状を把握

個別のデータ（レコード）を確認

スライサーの操作方法を
記載

保全計画会議の実施 ～BIレポート と シナリオシート～ 保全計画会議の実施 ～①当月変状確認～

19

【説明シナリオ】 【点検管理システム】点検結果の登録

点検完了後に、点検結果を
点検管理システムに登録

基本・詳細情報の登録・修正
⇒個別変状の内容、判定の結果、
写真情報の登録

入力された変状の「基本情報」「詳細情報」

「対策予定情報」がBIレポートに表示される

当月発見された変状レコード数および内容を確認

点検種別や変状判定別の内訳を確認
→措置対象となるAA・A1の件数を把握
構造区分別や変状項目別の内訳を確認

対象年月
を選択

事務所
を選択

ステータス
を選択

構造区分
を選択

抽出条件下の
対象レコード数が表示



保全計画会議の実施 ～④対策予定と実績確認～
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【説明シナリオ】

個別変状評価の悪いもの、
健全性評価の悪い構造物を抽出し、
対策計画を立案する。

AA・A1の補修計画および実績を確認
→無理な計画となっていないか
→予定年度を超過した未対策はないか
→対策予定が未設定となっていないか
健全性Ⅲに対する補修計画を確認
→構造区分や対策予定時期を確認
→当年度対象の構造物があれば進捗状況を確認

A1以上
を選択

対象レコード数
が表示

「最新」
を選択

対策状況
を確認

健全性Ⅲ
を選択

【点検管理システム】措置情報の登録

保全計画会議で決定した
補修見直し計画や計画未登録の変状を

点検管理システムに登録

施設ＢＩ画面のサンプル
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